
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 19,521 -0.4% 0.4% 2.1%
東証株価指数（TOPIX） 1,565 -0.5 0.8 3.1
東証REIT指数 1,800 1.1 0.0 -3.0
米ダウ平均株価 20,914 0.1 1.5 5.8
米S&P500指数 2,378 0.2 1.2 6.2
米MSCI REIT指数 1,139 2.3 -1.1 -0.7
MSCI ワールド（先進国） 1,863 0.9 1.6 6.4
MSCI AC欧州 425 2.3 3.2 6.3
MSCI エマージング 965 4.3 2.5 12.0
MSCI ACアジア（日本を除く） 583 4.0 3.7 13.4
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 112.70 -1.8% -1.3% -3.6%
ユーロ 121.03 -1.2 0.0 -1.6
豪ドル 86.80 0.3 -1.4 3.1
ニュージーランド・ドル 79.10 -0.4 -4.1 -2.3
ブラジル・レアル 36.46 -0.2 -2.3 1.5
メキシコ・ペソ 5.91 0.9 4.9 4.7
トルコ・リラ 30.99 1.3 -0.6 -7.4
南アフリカ・ランド 8.85 1.6 0.1 3.8
中国人民元 16.32 -1.9 -2.1 -2.9
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 -1.6 -1.5 -2.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.50 -0.07 0.01 0.06
ドイツ10年 0.44 -0.05 0.06 0.23
日本10年 0.08 -0.01 -0.02 0.03
ブラジル2年 9.57 -0.02 -0.52 -1.46
メキシコ2年 6.81 -0.11 -0.15 0.02
トルコ2年 11.57 0.05 0.16 0.94
インドネシア2年 6.85 -0.06 -0.14 -0.62
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,230 2.4% -0.1% 6.8%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 48 0.6% -8.2% -9.2%
VIXボラティリティ指数 11.0 -3.3% -5.8% -19.7%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年4月1日~2017年3月17日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年4月1日~2017年3月17日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年4月1日~2017年3月17日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 3月14-15日 米国：連邦公開市場委員会（FOMC）、市場予想通り

 利上げ、委員の利上げ見通し（中央値）は年3回で据置き 
• 3月15日 オランダ：下院総選挙、極右の自由党は第1党ならず 
• 3月15-16日   日本：金融政策決定会合、市場予想通り据置き 
• 3月16日      米国：行政管理予算局が予算方針を公表 
• 3月17-18日 G20財務相・中銀総裁会議、声明文から「保護主義に 
 対抗」との定例文言が削除。米国が強硬に主張との報道 

Q. 先週のドル円市場の動きは？ 
• ドル安・円高。FOMCで公表された政策金利見通しで、今年の利上げ回
数が引き上げられず、年3回（今年は残り2回）に据置かれたことから、日
米金利差の拡大見通しが後退。ドル安・円高が進行した。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 3月23日 ニュージーランド: 金融政策決定会合、市場予想据置き 
• 3月24日 米国：3月製造業PMI、市場予想54.5、前月実績54.2 

Q. 先週の重要イベントを経て、ドル円の見通しは？ 
• ドル円相場では、ドル安円高のリスクが高くなりつつある。 
• 【米国は保護主義姿勢を鮮明に】先週末のG20会議は、米国が貿易赤字

を問題視し、その解決のために、保護主義姿勢を鮮明にしたイベントだっ
たと言えるだろう。実際、フランスなど一部の国は明確に不満を示してお
り、米国は強硬な姿勢で議論に臨んだと見られる。今後、米国との貿易
摩擦を巡る問題は、市場参加者の間でより一層意識される可能性が高く、
ドル円の上値を抑える材料となろう。 

• 【依然として緩和的なFRB】為替予想に重要な「内外金利差」を考えると、
先日のFOMCでは、今年の利上げ回数が3回に据え置かれた。市場は
金利低下・ドル安で反応しており、市場が想定するよりも、FRBは緩和的
な姿勢で利上げを行っていく可能性がある。勿論、日米金利差は今後も
拡大基調と考えているが、金利差が小幅に留まるのであれば、ドル円に
とっては下落材料だろう。 

• 【為替ヘッジを引き続き意識したい】総合すると、先週のイベントを経て、
ドル円ではドル安円高のリスクが高くなりつつある。投資戦略では、為替
ヘッジを引き続き意識したい。 

ドルの貿易加重平均レート（2016年1月1日～2017年3月17日） 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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